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地震国で原発を多数持つ国は、日本だけ。

赤色は、過去地震が発生したところ
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日本の核燃料サイクル計画：半世紀の失敗

高速増殖炉の商業化：
・当初、商業化は「1970年頃」
・現在は、「2050年頃まで」
・商業化は8回延期

六ヶ所再処理工場：
・本格稼働は16回延期。
・当初の予定は「１９９７年」
・現在、取り出した高レベル廃液を「ガラス固化」出来ないため、工場の本格稼働開始は不透明。

高速増殖炉計画が50年以上の開発で作った電気は合計わずか
102,325MWh*

計画が消費した電気は、作った電気よりはるかに多い
*1995年「もんじゅ」で発電
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80年遅
れ

16回延期



2009年3月までの過去25年間に、2.5トン以上のプルトニウム（使用済み核燃料が再処理されたもの）が、ヨーロッパ
から日本へ海上輸送された。その99%近くは、使用されないまま今日に至っている。大部分が日本で貯蔵されている。
（約335kgは1995年にイギリスへ返還された。）（2010年1月現在）
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日本の原発から出た使用済み核燃料　
（フランスとイギリスへ、7,100トン。1969年開始、2001年まで）
酸化プルトニウム　
（フランスから、約1.76トン。1984年と、1992年から1993年にかけての計2回）
高レベル核廃棄物
（フランスから日本に返還。1995年開始）
MOX燃料
（イギリスとフランスから３回と、日本からイギリスへ１回返還。合計４回。1999年開始）

海外の再処理工場で取り出したプルトニウムは、
日本に運ばれたものの、今までごく僅かしか使わ
れていません。

日本の核輸送（1969年～2009年2月末まで）



GREEN ACTION日本の核輸送に関する沿線諸国の新聞報道など



GREEN ACTION日本の核輸送に関する沿線諸国の抗議声明（一部）
（70カ国以上が憂慮・反対を表明しています）



カリブ共同体諸国連合（CARICOM）

99年4月のカリブ諸国連合サミットでも合意された通り、CARICOMはカリブ海を核及び公害廃棄物の輸送に使うことに強く反対しており、域内
を「非核地帯」としている。アメリカ、フランス、そして日本がCARICOMの懸念に全く対応がなかったことを深く嘆いており、パナマ運河を管
理する米国に、MOX輸送船の運河通過を認めないよう要求したがそれも実行されず非常に残念に思っている。各首脳はカリブ諸国の住民と環境
を守るためには、いかなる手段も取るということで合意した。（1999･7･16）

東カリブ諸国機構（CECS）
カリブ海を通らないよう国際社会に圧力をかけるつもりと発言。東カリブ諸国機構(OECS)、カリブ共同体諸国連合(CARICOM)、カリブ諸国連
合(ACS)、カリブ高等弁務官らなどは、危険な廃棄物の輸送に対しての懸念はもう何度も表明して来たことを強調し、「廃棄物の輸送は、環境、
人間、動物すべてを危険にさらす。カリブ海地域の発展を脅かすものだ。」「事故はいつ起こるかわからないし、輸送の状況を見ても、事故が起
きたときにはもう遅すぎて、何千万のカリブ諸国民が被害を受けるのだ。」と発言した。（1999･6･28）

ガイアナ協同共和国
輸送に対し「深い懸念」を表明する声明を発表。（1999･7･20）

モーリシャス
MOX輸送船がモーリシャスの排他的経済水域を通る事を容認しないことを決めた。（1999･7･30）

南アフリカ共和国
環境観光大臣Valli Moosaが「すべての人が・・・核物質輸送を軽く見ないことはとても大事であり、南アフリカの国民は輸送に強い懸念を持っ
ている。」と発言したのをうけ、副環境観光大臣は7月23日に輸送三国の外交官と会合を持ち、その場で「国際法に基づく公海及び排他的経済水
域(EEZ)における航行の自由が保障されていることや、沿岸国の領海における無害通航権が保障されていることを認識した上で私たちはMOX輸送
船が我が国の領海とEEZを通らない様要請し・・」た事を明らかにした。輸送船は南アフリカの港に泊まらない事、そして輸送の安全性が国際的
基準を満たしていることを確認。また同日、民主党環境担当広報官Errol Moorcroftは「核物質が流出した場合には前例にない多大な被害を自然
資産と何千万の我が国民にもたらす。このようなリスクを承認するわけにはいかない。」と発言した。（1999･7･23）

南太平洋フォーラム
「輸送国のとっている安全対策の説明を受けた」が　「残念なことに、輸送関係国は損害賠償に関する話し合いを拒否している。」（1999･7）
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日本のMOX輸送に対する各国の反応（1回目の輸送：1999年）



フィジー（通産外務大臣声明）
この輸送が事前に沿岸国に通知されなかったこと、また沿岸国の承認を得ないままで行われていることを非難し、関係諸国にこのような危険な輸
送を中止するよう要請。
これらの輸送を中止するよう関係当局に訴える。
輸送の責任を持つ日本、フランス、そしてイギリスが
・国際環境影響評価
・緊急対策、損害軽減、及び引き揚げ計画
・拘束力のある責任または賠償責任体制を
今だに計画していないことについて遺憾である。
フィジーは日本がこれらの（放射性）物質を南太平洋ルートで輸送する意図があると発表する度、強く反対を行ってきた。（1999･9･8）

バヌアツ（政府声明）
輸送に懸念を表明。
バヌアツは他国と連体して、次々と続く生命を危険にさらすこの物質の輸送を嘆き悲しむとともに、国際社会に対してこれらのような輸送が行わ
れないよう圧力をかけるよう要請する。（1999･9･9）

ニュージーランド
ニュージーランド政府は日本の輸送に対して懸念を示し、同国領海には入らないよう勧告した事を発表。「私たちは何度も核物質輸送船はニュージー
ランドからなるたけ遠く離れていてほしいと言って来た。東京、パリ、ロンドン各地の外交官らがMOX輸送船はニュージーランドでは全く歓迎され
ていないことを何度も外交レベルで強調している。」（1999･7･9）

ニュージーランド（議会動議・可決）
輸送ルートや、安全性など詳しい情報を沿岸国に事前通知しなかったことを批判。十月に開かれる南太平洋諸国会議でニュージーランド政府が
オーストラリアなど関係諸国とともにMOX輸送に強い懸念を表明することを要請。（1999･9･2）

ミクロネシア連邦
輸送の安全保障と安全性を守るための処置に関し、輸送責任を持つ国々が緊急対策、または事故の際の損害軽減および責任の保証を行っていないこ
とに以前として懸念する。
ミクロネシア連邦政府は、この地域特に自国の水域内でのプルトニウム燃料輸送に対して強い反対を繰り返して示すとともにプルトニウム燃料の輸送
の責任を持つ国々に南太平洋フォーラムの首相が１９９８年のフォーラムの声明文に示している懸念を留意するよう要請したい。輸送を行っている
国々がこれらの懸念を引き続き軽視し、国際海洋法のもとでの義務を無視していることは著しく明白である。（1999･9）
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日本のMOX輸送に対する各国の反応（1回目の輸送：1999年）



ソロモン諸島
外相はプレス声明で輸送の責任を持つ国と物質を受け取る国が太平洋諸国の政府に対し、輸送がこれらの国々の排他的経済水域を不法侵入することを
通知する礼儀さえないことを遺憾に思う（1999･9･16）

オーストラリア（上院動議・可決）
高レベル放射性のMOX燃料の輸送に関しオーストラリア政府に輸送の実質的な保証を撤回するよう求め、この輸送の問題を南太平洋諸国が追求
することを阻止しようとしているオーストラリア政府の姿勢を批判。（1999･8･26）

北朝鮮
MOX輸送は動くチェルノブイリだ。日本は各国の環境団体の反対を押し切って発電所の燃料という名の下に輸送を進めている。（1999･7･31）

韓国プサン市議会

輸送に対して緊急会議を開き、「プルトニウムの大韓海峡輸送の撤回を要求する決議文」を採択した。市議会議員らはこの日、決議文で「日本政
府がプルトニウム440㎏を大韓海峡経由で輸送しようとする計画に対して、400万プサン市民とともに強い懸念を抱いている」「微量の流出でも
おびただしい被害を引き起こすプルトニウムのプサン近海輸送に絶対反対だ」と主張した。（1999･6･24）
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アメリカ合衆国

今回のMOX「輸送計画は１９８８年に日米間で打ち出された防衛策に見合わないもの、または劣るものである。」（1999･2）

日本のMOX輸送に対する各国の反応（1回目の輸送：1999年）
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*1992年10月27日までに公的書簡とした発表され、メディアが報道又はグリーンピースが入手。

1992年：あかつき丸のプルトニウム輸送への国際的憂慮*

グリーンピース作成地図：（原子力資料情報室とグリーン・アクションが加工）

あかつき丸の輸送ルート



日付 輸送船名
（積み荷）

輸送量 消費量

1984年
10月-11月

晴新丸
（酸化プルトニウム）

253㎏
プルトニウム

30㎏
高速増殖炉「もんじゅ」で使用

1992年11月- 
1993年1月

あかつき丸
（酸化プルトニウム）

1,509㎏
プルトニウム

0㎏

1999年
7月-10月

パシフィック・ティール号とパシフィック・ピンテール号
（MOXの燃料）

約555㎏
プルトニウム

0㎏
約335kgはヨーロッパに返還

2001年
1月-3月

パシフィック・ティール号とパシフィック・ピンテール号
（MOXの燃料）

約195㎏
プルトニウム

0㎏

合計の輸送量：2,512㎏合計の輸送量：2,512㎏合計の輸送量：2,512㎏ 総消費量：30㎏

日本の政策の失敗：運ばれたプルトニウムは、ほとんど使われていません。

海外の再処理工場で取り出したプルトニウムは日本に
運ばれたものの、今までごく僅かしか使われていません。

GREEN ACTION

88%未使用

100%未使用
100%未使用

100%未使用



核輸送国（日本・イギリス・フランス）が怠っていること：

核輸送の安全性を確認するための環境アセスメントを行っていない
（日本の沿岸近辺のものだけ。しかもおそまつ。）
事故に備えての補償制度をいまだ確立していない。責任の所在も不明。
（どの国が責任を取るのか明らかにされていない。）　
非常事態の対策・計画が皆無（沈没した積荷を引き揚げる計画が存在しない。）
輸送ルート諸国から事前了解を得ない。
排他的経済水域(経済専管水域)に入らないことを保証しない。
護衛が不十分。

七十カ国以上にものぼる抗議または輸送船の近海通過拒否の主張に対し、
一度として誠実な対応を示していない。

日本の核輸送の問題点

GREEN ACTION



日本の核物質海上輸送の基準は不十分

GREEN ACTION

日本政府の基準：
9m落下テスト⇒800℃30分の耐火テスト⇒15m8時間の耐水テストの順に、
クリアしていくことが求められている。
そのほかに、200m・1時間の耐圧テストをクリアすることが求められている。

日本政府の基準はIAEAの規制に基づいている。
IAEAの規制は、もともと陸上輸送のために設定されており、長距離海上輸送は視野に入っていない。

海上輸送は、より深刻な事故状況にさらされる可能性があり、それらにはもっと激しい追突、長時間
にわたる高温の火災、長期間にわたる浸水、または深海における浸水などがある。

放射性物質の海上輸送の危険性は現実的に起こりうる。1997年には、非常に放射性の高いセシウムを
輸送中の船舶、「MSC Carla」が大西洋上で遭遇した嵐によって二つに折れ、放射性物質の入った複
数の積荷は海底3000ｍに沈んだ。フランスの規制局はコンテナが破裂することを認めたが、引き上げ
ることはないとした。
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アメリカでは、2009年3月18日の米国下院本会議で、
米領サモアの下院議会代表　エニ H. ファレオマヴァエガ氏によって、
MOX燃料海上輸送（玄海・伊方・浜岡原発へ）についての意見が採り
上げられました。

内容は、今回の輸送は今まででいちばん多いが、秘密に包まれた
輸送が行われている。事故が起きたら大惨事を招くことになるで
あろう。輸送ルート上の国々と人々にとって、この輸送は不必要
で正当性が認められないというものです。

下院本会議では、議員が議長に対して声明文を読み上げるのです。

反対声明：2009年MOX燃料輸送



写真：CORE,UK 写真：Greenpeace

パシフィック・ピンテール号 Pacific Pintail (1987年建造)
既に「暴走」する腐食が発覚している。
廃船またはスクラップ化された旧式モデル船舶と同じ設計と建造基準で造船さ
れているにもかかわらず、いまだ操業中。

パシフィック・ ヘロン号 Pacific Heron ( 2008年建造)
旧式モデルをほんのわずかに変更して建造されたもの。これらの変更について入
手可能な詳細情報には、「暴走」する腐食の進展を防ぐ対策が記されていな
い。

MOX燃料輸送に使われている
パシフィック・ピンテール号とパシフィック・ ヘロン号

GREEN ACTION
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THE LOCAL GOVERNMENT VOICE ON NUCLEAR ISSUES 

 

Manchester City Council, Town Hall, Manchester, M60 3NY 

Tel: 0161 234 3244 Fax: 0161 274 7397 E-Mail: office@nuclearpolicy.info Website: http://www.nuclearpolicy.info 

Date:   31st March 2009                         
                       

                       
                 No. 66    

 
Subject: Nuclear shipments over the Irish Sea* 

 
1.  NFLA All-Ireland Forum meeting, Dundalk, 13th March 2009 

 
The NFLA All-Ireland Forum held a seminar considering a number of nuclear issues 

affecting Ireland – namely the resumption of nuclear material transport shipments across 

the Irish Sea, radiation protection and monitoring of radioactive discharges into the Irish 

Sea, nuclear proliferation and the work of Mayors for Peace. 

 
The keynote speaker was the Republic of Ireland’s Minister for the Environment, John 

Gormley, who reiterated the nuclear free nature of official government policy. 

Presentations were also made by Una Ni Dhubghaill from the Environment Radiation 

Policy and Air Quality Section of the Department of the Environment, David Pollard of the 

Radiation Protection Institute of Ireland, Pol D’Huyvetter of Mayors for Peace and Tim 

Deere-Jones, an independent marine pollution consultant. Copies of presentations are 

available by contacting the NFLA Secretariat on 0161 234 3244 or emailing 

office@nuclearpolicy.info. The NFLA Secretariat will ensure all seminar delegates receive 

a full seminar pack and reports will be included in the NFLA Steering Committee papers 

for June 2009. 

 
This briefing is a post seminar paper from Tim Deere-Jones providing the NFLA with 

further information on concerns over nuclear shipments going through the Irish Sea. 

 
2. Grades of Materials carried at sea. 

 Radioactive materials are divided into 4 classes for the purpose of packaging and transport. 

 
The classes range from IMDG Class 7 materials at the lower end of radioactivity through 3 

classes of Irradiated Nuclear Fuel (INF) containing uranium, thorium and/or plutonium which 

has been used to maintain a chain reaction, and also includes both High Level Radioactive 

Waste (HLW) and Plutonium Mixed Oxide Fuels and Plutonium arising from reprocessing. 

 INF Class 1 and 2 cargos are defined by their aggregated radioactivity. INF Class 3 is 

defined as cargo of unlimited radioactivity. 

 IMDG Class 7 and INF 1 and 2 cargos may be carried aboard normal merchant cargo 

freighters, RoRo and passenger ferries. INF Class 3 materials must be carried (in specially 

designed flasks) only on dedicated vessels and not on normal merchant vessels and ferries.
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PNTL船舶：
設計ミスが事故リスクを高める

Pacific Pintail and Pacific Heron：
・二重構造の船体はガスまたは湿気の蓄積に対して脆弱
・船体は「暴走」する腐食が進展する体質
・船体の40%は二重構造でなく一重構造
・「船が沈没不可能」という主張は科学的、技術的信憑性に欠ける
・事故発生の場合の緊急対策が皆無である

*報告作成者：Tim Deere-Jones
（independent marine pollution consultant: 海洋汚染コンサルタント）（2009年4月）

Nuclear Free Local Authorities
Briefing No.66
http://www.nuclearpolicy.info/docs/briefings/NFLA_briefing_66.pdf

イギリス・スコットランド・ウェールズ・アイルランドの非核宣言自治体
70カ所の市町村で構成されているNFLAが、
海洋汚染研究コンサルタントTim Deere-Jones氏に依頼し、2009年4月、
イギリスのPNTL社の核物質輸送船に関する報告書を発行しました。

日本のMOX燃料輸送に使われるイギリスの輸送船に重大な欠陥あり

http://www.nuclearpolicy.info/docs/briefings/NFLA_briefing_66.pdf
http://www.nuclearpolicy.info/docs/briefings/NFLA_briefing_66.pdf
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国土交通省への意見書
国土交通省は、MOX( モックス ) 燃料海上輸送の安全性については十分に念を入れて確認すべきです

日本の核燃料輸送上の法律が守られているという確認がされるまでは、MOX燃料の輸送を承認しないようにすべきです

MOX 燃料輸送の安全性は、日本国内の問題のみならず、輸送時におけるヨーロッパ- 日本航路上の沿岸諸国の安全と安心にも大きく関わる問題です。輸送には国内の原子
力発電所に払うべき安全に対する注意と同等の注意を払わなければなりません。国土交通省は電力会社が安全を厳重に満たしていることを確認する義務を全うし、輸送に
は万全の注意を払わなければなりません。

国土交通省は以下二つの疑問点に明確な回答をするべきです。
国土交通省への質問事項
（2） MOX 燃料輸送時の安全性を確認する試験が法的要請を満たすよう実施されるべきことについて今回の日本の事業者が行った試験が法的要求を満たしているのかど
　　　うかがという問題です。
国土交通省告示第14 条第3 号では、「当該輸送物と同一のもの」を9 メートル落下させることなっていると読みとれます。MOX 燃料集合体は崩壊熱によって約300℃に
なり、それだけ構造物の強度が落ちています。それゆえ、試験に用いる燃料集合体も同程度の温度にして落下させる必要があります。ところが実際には、燃料ペレットは
鉛+ アンチモンでつくられていたため( 事業者報告書)、温度は常温でしかありませんでした。これでは、「当該輸送物と同一のもの」とは言えず、法的な要求を満たして
いるとは言えないのではないでしょうか。

以上の理由により、
MOX 燃料の海上輸送中の安全性は確保されているとは言えません。このような疑念を国内はもとより、輸送ルートの国々の
人々も抱くに違いありません。日本の法律を満たしていない輸送は開始すべきではありません。
輸送開始の前提条件の一つは日本の法律が守られているという確認です。
これらの点が明確になるまで、MOX 燃料の輸送を承認しないようにすべきです。
2009年（平成21年）2月26日現在　以下、議員名（参議院・衆議院）



出典：「ガッテン再処理市民ハンドブック」発行：グリーン・アクション
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高速増殖炉「もんじゅ」（福井県敦賀市）

福井県では22万人以上の人が
「もんじゅを二度と動かさないで」という要望に署名をしています。
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日本政府による1997年の国際公約：
日本政府は1997年12月、国際原子力機関（IAEA）に対し、
プルトニウム政策を実行するさい「余剰プルトニウムを持たない」と
公約しました。
そして、六ヶ所再処理工場の建設が最終段階に達した2003年8月5日、
この国際公約を担保するため原子力委員会は「我が国におけるプルトニ
ウム利用の基本的考え方について」という決定を発表しました。 

日本は、国際公約を破って、
数十トンの余剰プルトニウムを所有する。

日本はプルトニウムについての国際公約を守るのか、破るのか、
それは5名の原子力委員会委員にかかっています。
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伊方原発3号機のプルサーマル燃料を
造ったアレバNC社は、
フランス原力子安全規制機関
から厳しく批判されている
会社です。
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2007年に、メロックス燃料を作っているアレバ社は、
フランス原子力安全規制機関から厳しく批判されました。
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アレバNC社は他にも問題を起こしています

GREEN ACTION
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「憂慮する科学者同盟」の上級科学者
佐賀県知事に警告
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［日本のプルサーマル計画］

試験なしのぶっつけ本番
プルサーマルって？──プルサーマルとは、ウラン燃料を使うよう設計された原子力発電所で、プルト
ニウムをまぜた燃料（MOX燃料 *1）を使う計画です。日本では、佐賀県の玄海原発で2009年12月2日に

本格運転が始まり、次に愛媛県の伊方原発などでプルサーマルが予定されています。しかし、プルトニ

ウムは核爆弾の材料ともなる非常に危険な物質です。一般に原発の燃料とされているウランとは性質が違い、

核反応が速く制御が困難だと言われています。それを本当に原発の燃料として使っても大丈夫なのでし
ょうか？　安全性は確保されているのでしょうか？

不十分な日本の安全確認
日本政府や電力会社は、プルサーマルの商業利用のデータ*2がなくても、「実験上のデータは十

分に存在しているので正確な安全評価は可能だ」と主張しています。果たして、これは本当で

しょうか？

──米国では規定されています
米国では原子力規制委員会が「MOX燃料を本格的に使用する前に、MOX先行試験集合体によ

る試験 *3で、炉内で燃料がどのように振る舞うのか、そのデータを取得せねばならない」と規

定しています。しかし日本では、この試験を飛ばして本格運転へ進もうとしています。さらに

日本政府や電力会社の主張する「十分な実験上のデータ」とはフランスなど海外からの借り物

であり、かつ実際の日本の計画では、より危険なプルトニウムの濃度で本格運転を強行しよう

としています。

ウラへつづく→→→

このままでは、プルサーマルが
おこなわれる現地のみなさんは
モルモットになってしまいます！

エドウィン・S・ライマン博士
（憂慮する科学者同盟）
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────事故を想定した実験はされていません
　　　　　　　　MOX燃料のふるまいについて事故時の実験がされておらず、安全評価のデー

　　　　　　　　タが大幅に不足しています。例えば、冷却水喪失事故時に被覆管が腫れあが

　　　　　　　　り燃料の一部が崩れ落ち、溜まります。それにより燃料がさらに加熱され膨

　　　　　　　　らみ、冷却水の流れを妨げる現象 *4が最近注目されています。フランス政府

の原子力安全研究所などは、この問題に対して「MOX燃料はウラン燃料より被害が深刻かもし

れないので実験が必要である」と主張しています。

「ぶっつけ本番」を許すのか！？
日本のプルサーマル計画は、十分に実験検証されず安全性に関するデータが不十分な状況の中

で実施されようとしています。米国の「憂慮する科学者同盟*5」のエドウィン・S・ライマン博

士は、「このままでは、プルサーマル計画が進められている地域の地元住民や近隣地域の人々は、

政府や電力会社によって『モルモット』とされる *6」と日本の進め方について厳しく批判して

います。

資料作成：グリーン・アクション［2007年1月24日より改訂：2010年1月17日］
606-8203 京都市左京区田中関田町 22 - 75 - 103

telephone 075 701 7223     facsimile 075 702 1952     e-mail  amsmith@gol.com      www.greenaction-japan.org

*1：プルトニウムとウランの混合酸化物。
*2：敦賀1号炉 (1986.6-1990.2)・美浜1号炉 (1988.3-1991.12)において、MOX燃料が試験的に利用されたことがあるが、本格実施で

予定されている燃焼度や富化度（濃度）などの条件が大幅に異なる。
*3：先行試験集合体の原型照射：MOX燃料の使用が予定されている原発または全く同様の原発において、同様のMOX燃料が炉内でど

のようにふるまうか同じ条件のもとで観察すること。
*4：「燃料リロケーション」という。
*5：憂慮する科学者同盟(Union of Concerned Scientists) 10万人以上の科学者や市民を会員とする非営利の科学者団体。地球温暖化、

エネルギー、ミサイル防衛など幅広い分野で活躍。
*6：出典：「佐賀県のプルサーマル計画の安全性についての取りまとめに対する見解」エドウィン・S・ライマン博士2006年3月3日。
　　http://www.greenaction-japan.org/modules/wordpress/index.php?p=234

同じ原子炉　　　　　　　　　　　　　　　

同じ燃焼度　　　　　　　　　　　　　　　

同じプルトニウムの濃度　　　　　　　　　

＜ 本格運転前に行う先行試験：日米比較 ＞

米 日

行う 行わない

日本のプルサーマル計画は、
ぶっつけ本番

参考資料：
「佐賀県のプルサーマル計画の安全性についての取りまとめに対する見解」
　エドウィン・S・ライマン博士2006年3月3日。
　http://www.greenaction-japan.org/modules/wordpress/index.php?p=234

行う 行わない
行う 行わない
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出典：「プルサーマルの必要性=｢資源の有効利用｣はウソ」（美浜・大飯・高浜原発に反対する大阪の会）より抜粋



GREEN ACTION



GREEN ACTION

使用済みMOX燃料

構内貯蔵長期化危ぐ

　使い終わったMOX燃料の処理方法は白紙の状態

　 国は使用済みMOX燃料を、青森県六ヶ所村の再処理工場の後継
となる「第二工場」で再処理する方針。ただ、05年に策定した原
子力政策大綱では、第二再処理工場は「10年ごろから検討を開
始」「再処理工場の操業終了に十分間に合う時期までに結論を得
る」とするだけで、全く見通しがたっていない。

　しかも、運転実績が検討の前提となる再処理工場はトラブル続き
で操業開始が大幅に遅れ、実際にいつ検討に入れるかは不透明。

　 原子力発電系団体協議会」を通し、MOX燃料の処理体系の早期
決定を国に強く求めている。

2009年5月28日　福井新聞から抜粋



MOX燃料の処理の方策は、
高速増殖炉研究開発の進捗状況と六ヶ所再処理工場の運転
実績を踏まえて検討開始されることになっている。

原子力政策大綱（平成17年10月）の記述：
プルサーマルに伴って発生する軽水炉使用済MOX燃料の処理の
方策は、六ヶ所再処理工場の運転実績、高速増殖炉及び再処理
技術に関する研究開発の進捗状況、核不拡散を巡る国際的な動
向を踏まえて2010年頃から検討を開始する。

GREEN ACTION



2009年５月１８日
使用済みMOX燃料について全国４２０団体が国に質問・要望書提出

国と会って分かったこと：
・使用済みMOX燃料の処理方策は現時点で決まっていない
・第二再処理工場を建設するのか、しないのか、まだ決まっていない
・建設する場合、電気事業者が主体になるのか、国が主体になるのか、決まっていない

五者協議会での準備的検討は進んでいない
今年３月末に出るはずだった「最終成果報告」が出されていない

なぜ遅れているかは言えない
２００７年度中に出すはずだった「中間成果報告」もまだ出ていない
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原子力安全・保安院に確認して明らかになったこと：

国のMOX燃料輸入燃料体検査には、
法的根拠を持った具体的判断基準はありません

MOX燃料の安全性を確認するための定量的な基準が
ないまま伊方原発でMOX燃料利用が進められています。

保安院は愛媛県に来て、
県民の前で説明するべきです。

国はMOX燃料の安全性を確認する具体的な基準を作っていません！
-ウランよりあまい基準-



実は「全世界の原発(440基)すべてでプルサーマルを実施して、
ウランの利用年数は1.17倍にのびる」（関西電力）だけ

プルサーマルでウランを数倍から数十倍節約できるの？

出典：「プルサーマルの必要性=｢資源の有効利用｣はウソ」
（美浜・大飯・高浜原発に反対する大阪の会）より抜粋
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